
資料２－１ 

地域移行に係る国の動向 

 

年度 方針，概要等 

平成 30 年３月 

運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン 

（スポーツ庁） 

・少子化が進展する中，運動部活動を持続可能なものとするた

め，速やかに抜本的な改革に取り組むこと。 

・スポーツ環境の整備に当たっては，学校と地域が協働した形で

の地域におけるスポーツ環境の整備を進めること。 

平成 31 年１月 

部活動を学校単位から地域単位の取組とするよう答申 

（中央教育審議会） 

令和２年９月 

学校の働き方改革を踏まえた部活動改革について 

（文部科学省） 

・部活動は必ずしも教師が担う必要のない業務であることを踏

まえ，休日に教師が部活動の指導に携わる必要がない環境を構

築すること。 

・令和５年度以降，段階的に休日の部活動を地域移行すること。 

令和４年６月 

令和４年８月 

運動部活動の地域移行に関する検討会議提言（スポーツ庁） 

文化部活動の地域移行に関する検討会議提言（文化庁） 

・将来にわたり我が国の子供たちがスポーツに継続して親しむ

ことができる機会を確保するとともに，学校の働き方改革を推

進し，学校教育の質の向上を目指すこと。 

・地域の持続可能で多様なスポーツ・文化芸術活動の環境を一体

的に整備し，子供たちの多様な体験機会を確保すること。  

・休日の部活動から段階的に地域移行していくこと。 

・令和５年度から令和７年度までを「地域移行に向けた改革集中

期間」とし，平日の部活動の地域移行は，休日の地域移行の進

捗状況を検証し，更なる改革を推進すること。 

令和４年 12 月 

学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合

的なガイドライン（スポーツ庁及び文化庁） 
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